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排出係数検討会のこれまでの議論概要
 地球温暖化対策の推進に関する法律（以下、「温対法」という。）の改正により、平成18年４月
より、温室効果ガスを一定量以上排出する者※（以下、「特定排出者」という。）は自らの温室効
果ガスの排出量を算定し、国に報告することが義務付けられた。その際、他人から供給された電気の
使用に伴う二酸化炭素排出量については、原則として国が公表した電気事業者ごとの排出係数を
用いて算定することとされた。

 当該排出係数の算定方法等を検討するため、温対法に基づく事業者別排出係数の算出方法等
に係る検討会（以下、「排出係数検討会」という。）は平成19年１月に第１回を開催され、これ
まで今回含め計１６回開催されているところ。

 排出係数検討会にて議論された事項はパブリックコメントを経て、「電気事業者ごとの基礎排出係数
及び調整後排出係数の算出及び公表について」（以下、「通達」という。）に反映され、電気事業
者等は、通達に基づき毎年排出係数を国に報告している。

※温室効果ガスを一定量以上排出する者に温室効果ガスの排出量の算定・国への報告を義務付けられた。特定排出者の対象（エネルギー起源CO2）
は以下のとおり

温室効果ガスの種類 対象となるもの（特定排出者）

〇エネルギー起源CO2
（燃料の燃焼、他者から供給された電気又は
熱の使用に伴い排出されるCO2）

【特定事業所排出者】
・全ての事業所の原油換算エネルギー使用量合計が1,500kl/年以上となる事業者（＝省エネ法の
特定事業者）
・原油換算エネルギー使用量が1,500kl/年以上となる事業所（≒省エネ法のエネルギー管理指定工
場等）を設置している場合には、当該事業所の排出量も内訳ついて報告
【特定輸送排出者】
省エネ法の特定貨物輸送事業者、特定旅客輸送事業者、特定航空輸送事業者及び特定荷主
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（参考）通達に係る根拠条文

 特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガスの排出量の算定に関する省令
 温室効果ガス算定排出量等の報告等に関する命令

特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガスの排出量の算定に関する
省令第２条第４項

温室効果ガス算定排出量等の報告等に関する命令第２０条の２

（特定排出者の事業活動に伴うエネルギーの使用に伴って発生する二酸
化炭素の排出量の算定方法等）
１～３（略）

４ 令第七条第一項第一号イ（２）及び同号ロ（２）の環境省令・経済産業
省令で定める係数は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に
定める係数とする。

一 電気事業者（電気事業法（昭和三十九年法律第百七十号）第二条第
一項第三号に規定する小売電気事業者及び同項第九号に規定する一般
送配電事業者をいう。以下この号において同じ。）が供給した電気を使用
している場合にあっては、環境大臣及び経済産業大臣が公表する電気事
業者ごとに特定排出者による他人から供給された電気の使用に伴う二酸
化炭素の排出の程度を示す係数

二 前号の規定により定められた係数を用いて、他人から供給された電気
の使用に伴う二酸化炭素の排出量を算定することができない場合にあっ
ては、当該二酸化炭素の排出量の実測等に基づき、前号の係数に相当
する係数で当該二酸化炭素の排出の程度を示すものとして適切と認めら
れるもの

三 前二号の規定により定められた係数を用いて、他人から供給された電
気の使用に伴う二酸化炭素の排出量を算定することができない場合に
あっては、前二号に掲げる係数に代替するものとして環境大臣及び経済
産業大臣が公表する係数

（調整後排出係数の公表）

第二十条の二 環境大臣及び経済産業大臣は、事業者が行う他の者の温室
効果ガスの排出の抑制等に寄与する取組を促進するため、電気事業者（電
気事業法（昭和三十九年法律第百七十号）第二条第一項第三号に規定する
小売電気事業者及び同項第九号に規定する一般送配電事業者をいう。以下
この条において同じ。）ごとに調整後排出係数（他人から供給された電気の使
用に伴う二酸化炭素の排出の程度を示す係数であって、電気事業者におけ
る国内認証排出削減量及び海外認証排出削減量のうち適切と認められるも
のの取得等を反映したものをいう。以下この条において同じ。）及び当該調整
後排出係数を求めるために必要となった情報を収集するとともに、その内容
を確認し、当該調整後排出係数を公表するものとする。
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 京都メカニズムクレジットの導入に伴い、京都メカニズムクレジットを反映した調整後排出係数を
公表することがとりまとめられた。（H21年2月 第3回排出係数検討会）

 調整後排出係数は、電気事業者が供給した電気の発電に伴い排出されたCO2排出量から京
都メカニズムクレジットの量（ｔ-CO2）を控除した量を当該電気事業者が供給した電力量
（kWh）を除して算出することとされた。

調整後排出係数について（第３回）

出所：平成21年2月第3回排出係数検討会より抜粋
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（参考）京都メカニズムクレジットについて
 第3回排出係数検討会において、排出係数の算定対象年度内に、国の保有口座に償
却を目的として無償で移転された京都メカニズムクレジットをCO2排出量から控除するこ
ととされた。

 電気事業者が調整後二酸化炭素排出量の算定に用いることができた京都メカニズムク
レジットは以下のとおり。

※京都議定書第一約束機関の調整期間終了に伴い、現在は京都メカニズムクレジットを、電気事業者が調整後排出係数の算出には使用できない。

出所：平成2１年２月第３回排出係数検討会より抜粋



 現在、調整後排出係数の算出方法は、通達に基づき以下の方法になっている。
– 基礎二酸化炭素排出量（t-CO2)に、
再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）による固定価格買取費用の負担に応じた買取電力相当量の割合
で基礎二酸化炭素排出量を調整した量を加え、
国内認証排出削減量（J-クレジット、グリーン電力証書 等）及び海外認証排出削減量（JCMクレジット制度）並び
に非化石証書による温室効果ガス削減量を控除し、
調整後二酸化炭素排出量を算定する。

– 調整後二酸化炭素排出量を、当該電気事業者の販売電力量で除して調整後排出係数を算出する。

調整後排出係数について

調整後二酸化炭素排出量 ＝

基礎二酸化炭素排出量 +   固定価格買取調整二酸化炭素排出量 － 無効化した国内及び海外認証排出削減量等

J-クレジット制度、国内クレジット制度、オフセット・クレジット制度、グリーン電力証
書、JCMクレジット制度、非化石証書

調整後二酸化炭素排出係数 ＝
調整後二酸化炭素排出量

販売電力量
７
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クレジット等の導入状況について（第５回～）

出所：平成22年11月第5回排出係数検討会より抜粋

 調整後排出係数は、電気事業者が供給した電気の発電に伴い排出されたCO2の量（t-CO2）から国内認
証排出削減量（t-CO2）を控除した量（その他FIT等の調整を含む）を販売電力量で除して算出している。

 ただし、発電した電力が系統に送電される場合の環境価値の二重利用（ダブルカウント）を防止する観点
から、Jクレジット、グリーン電力証書等に関し、系統に送電される電気に係る温室効果ガスの削減量を認証
するものについては、当該削減量を調整後CO2排出量の算定対象からは除くこととされた。
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（参考）国内クレジット制度について

出所：第９回排出係数検討会資料2-1より抜粋



12

（参考）オフセット・クレジット（J－VER）制度

出所：第９回排出係数検討会資料2-1より抜粋
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（参考）Jクレジット制度創設に伴うオフセットについて
 平成２５年４月に国内クレジット制度及びJ-VER制度を統合してJ-クレジット制度が創設された。温対法上

の「温室効果ガス排出算定・報告・公表制度」においては、国内認証排出削減量の一つとして平成26年２
月にJ-クレジット制度が追加された。

出所：第９回排出係数検討会資料2-1より抜粋
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（参考）海外制度について

出所：第12回排出係数検討会資料２より抜粋
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（参考）グリーン電力証書について

※系統電力を対象としたグリーン電力証書については、非FIT非化石証書の制度が決定されたのち、非FIT非化
石電源の電気を調達した場合の排出係数の算定方法と合わせて整理することとしたい。

※

出所：第１４回排出係数検討会資料２より抜粋
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非化石証書のCO2削減効果について（第14回）
 2018年5月に創設された非化石価値取引市場において取引される非化石証書は、高度化法における非化
石比率の報告に用いることができると同時に、温対法におけるCO2排出量がゼロである価値も有すると整理
されている。

 排出係数制度において、FIT電気については、火力発電による電気なども含めた全国平均のCO2排出量を
持った電気として扱われており、非化石価値取引市場はFIT電気由来の証書取引を先行して開始しているこ
とから、非化石証書の持つCO2削減効果は「全国平均係数」と整理された。

 また非化石価値オークションの結果、約定されず余剰となったFIT電気のゼロエミ価値は販売電力量のシェアに
応じて分配することとされた。

出所：第１４回排出係数検討会資料２より抜粋



17

非化石証書による調整後排出係数のオフセットについて（第14回）
 非化石証書によるオフセット方法としては、調達した非化石証書の電力量（kWh）に「全国平均係数
（kg-CO2/kWh）」を乗じて、調整後排出係数から減算することとされた。

出典：第14回排出係数検討会資料2より抜粋
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排出係数の報告に使用可能な非化石証書の対象年度について（第14回）
 非化石証書については、高度化法における非化石電源比率の算定に用いられるものであるため、証書の対象
年度についても高度化法との取扱いに合わせることと整理された。

 排出係数の報告にあたっては、X年度実績として認証された非化石証書は、X＋１年度に電気事業者がX年
度実績を報告する際に使用されることとされ、X+１年度以降の報告には繰越すことができない。

出典：第14回排出係数検討会資料2より抜粋
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非化石証書と実際のFIT電気供給量の期ズレ補正について（第15回）
 排出係数算定の際に利用可能な非化石証書の対象年度は高度化法と取扱いを合わせると整理され（第14回排出係数検
討会）、排出係数の算定対象となる電気は当該年度（X年4月～X+１年3月）と高度化法の算定（X年１～１２月）
となり、非化石証書発行のタイミングの問題から年度の総FIT発電量と非化石証書の発行量合計（kWh)が一致せず、全
小売事業者の調整後CO2排出量の合計値が基礎CO2排出量の合計値と一致しない。

 よって、「当該年度（X年4月～X+１年3月のFIT発電量」を「当該年度の非化石証書発行量（＝当該年（ X年1月～X
年12月）のFIT発電量」）で除したものを補正率として用いて「非化石証書によるCO2削減相当量」を算出することとなった。

出典：第15回排出係数検討会資料2より抜粋
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FIT制度の導入に伴う排出係数の調整方法の変更について（第8回検討会）
 平成24年７月より導入された再生可能エネルギーの固定価格買取制度（以下、「FIT」という。）に係る排出
係数の算定方法については、全国の需要家に対し、原則一律のサーチャージ単価が設定されていることから、環
境価値の公平配分を行うための調整が必要とされた。

 第８回排出係数検討会（H25年２月）において、FIT導入に伴う排出係数の調整方法が以下のとおり示され
ている。

出典：第８回排出係数検討会資料2より抜粋
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（参考）太陽光余剰買取制度の導入に伴う排出係数の調整について①
 太陽光余剰買取制度の下で一般電気事業者とPPS（新電力）の需要家に公平に環境価値を配分するための排出係数を分
配するための排出係数の調整方法について、排出量（分子）を調整する方法と販売電力量（分母）を調整する方法につい
て、３案での検討が行われ、案２となった。

案１：CO2排出削減相当量によるCO2排出量での調整

基礎CO2排出量から負担に応じた太陽光発電によるCO２排出削減相当量を減算・加算して調整し、販売電力量で除して算出

案２：調整電力量によるCO2排出量での調整

基礎CO2排出量を販売電力量に対する調整電力量の割合（比）を乗じて調整し、販売電力量で除して算出

案３：販売電力量での調整

販売電力量に調整電力量を加算・減算して調整したもので、CO2排出量を除して算出

出典：第６回排出係数検討会資料4より抜粋
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（参考）太陽光余剰買取制度の導入に伴う排出係数の調整について②
 太陽光余剰買取制度の下で一般電気事業者とPPS（新電力）の需要家に公平に環境価値を配分するた
めの排出係数を分配するための排出係数の調整方法について、排出量（分子）を調整する方法と販売電
力量（分母）を調整する方法について、３案での検討が行われた。

 以下は余剰買取によるCO2排出削減相当量を基礎CO2 排出量から控除・加算する方法（案１）

出典：第6回排出係数検討会資料４より抜粋
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（参考）太陽光余剰買取制度の導入に伴う排出係数の調整について③

出典：第６回排出係数検討会資料４より抜粋

 以下は基礎CO2排出量を販売電力量に対する調整電力量の割合の乗じて調整する方法（案２）
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（参考）太陽光余剰買取制度の導入に伴う排出係数の調整について④

出典：第６回排出係数検討会資料４より抜粋

 以下は、負担に応じて買取電力量相当（調整電力量）を販売電力量に加算または減産する方法（案３）
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（参考）太陽光余剰買取制度の導入に伴う調整方法に関する評価について
 前３スライドの各案（案１～３）における論点の評価は以下のとおり。

出典：第7回排出係数検討会資料2より抜粋
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（参考）太陽光余剰買取制度の導入に伴う排出係数の調整について
 検討の結果、制度の簡便さ・わかりやすさ、FIT制度との整合性等の観点から基礎CO2排出量を
販売電力量に対する調整電力量の割合（比）を乗じて調整し、販売電力量で除して算出する
方法が妥当との結論を得た。

出典：第7回排出係数検討会資料2より抜粋
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（参考）太陽光余剰買取制度の概要
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（参考）再生可能エネルギーの固定買取制度の概要
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メニュー別排出係数に応じたCO2排出係数の導入について（第9回）

 平成25年6月に閣議決定された「規制改革実施計画」において、エネルギー・環境分野
の個別措置事項として、「グリーン料金メニュー等への対応に係るCO2排出係数の見直
し」があげられたことにより、メニュー別排出係数に係る制度を検討を開始。（H26年２
月 第9回）

平成26年2月第9回排出係数検討会より抜粋
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メニュー別排出係数に応じたCO2排出係数の導入について（第9回）

 メニュー別排出係数への対応については、メニュー別排出係数の報告を要求するか任意
とするか、係数作成に当たっての必要な条件、国等への報告資料等について検討が行わ
れた。

平成26年2月第9回排出係数検討会より抜粋
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メニュー別排出係数に応じたCO2排出係数の導入について（第10回）
 メニュー別排出係数における制度設計については、第10回排出係数検討会（H27年
２月）において、以下対応方針を決定したところ。

平成27年2月第10回排出係数検討会より抜粋
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メニュー別排出係数に応じたFIT調整の基本的な考え方
 メニュー別排出係数におけるFIT調整については、以下のとおり整理された。

①小売電気事業者に割り当てられたFIT電気によるCO2削減効果はFITにおける環境価値の考え方によりメ
ニュー別排出係数の作成にあたって、CO2の削減価値を全需要家に均等に割り振ることとされた。

②小売電気事業者が調達したFIT電気は、全国平均のCO2を持った電気とみなされており、全需要家に均等に
割り振る必要はなく、電気事業者の任意で割り振ることが可能。

平成27年３月第１１回排出係数検討会より抜粋
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料金メニューに応じたCO2排出係数の導入について（公表時期について）

 電気事業者はX年度に需要家に供給された料金メニュー別電気について、排出係数を
算定し翌年度6月半ばまでに国に報告することとされている（H28年6月 第12回排出
係数検討会）

※ただし、メニュー別排出係数を作成している電気事業者の、「残差により作成される係数」については、係数算定に係るデータが膨
大であり、事業者にとって係数算出が過度な負担となるため、X+１年度７月末に報告することとされた。

出所：平成28年6月第12回排出係数検討会より抜粋
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1.排出係数検討会のこれまでの議論の概要

2.これまでの議論の詳細
① 調整後排出係数について
② クレジット制度等の活用について
③ FIT制度に係る係数の算出について
④ メニュー別排出係数の取扱い
⑤ その他
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一般電気事業者の排出係数について（第12回）
 電力自由化後、一般送配電事業者のCO2排出係数については、旧一般電気事業者の小売部
門と必ずしも一致しないことから、原則的な考え方として、離島供給や最終保障供給に係るCO
２排出係数及びインバランス供給に係るCO2排出係数は一般送配電事業者のCO2排出係
数が適用されることとなった。

 一般送配電事業者の排出係数については、原則、一般送配電事業者が算出し国が公表する
係数としつつ、地域間連系線でつながり、相互に融通しながら電力品質を維持していること等の
理由により、全国平均係数で代用することも可能とされた。

出所：平成28年6月第12回排出係数検討会より抜粋
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計画値同時同量制度におけるCO２排出係数（第12回）
 計画値同時同量制度では、小売電気事業者が発電事業者から電気の供給を受ける際に発電側のインバランス調整等が行
われる場合に、その電気のCO2排出量を小売電気事業者側が把握することが困難である場合がある。

 このため、小売電気事業者の算出方法として、以下のいずれかの方法により算出することとされた。
①発電事業者と小売電気事業者の間で卸売契約に基づき計画どおり発電量が供給されたとみなして算出する方法
②小売事業者がインバランス量を把握したうえで、インバランス補給を行う一般送配電事業者が公表する排出係数等を織
り込んで算出する方法

出所：平成28年6月第12回排出係数検討会より抜粋
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発電バランシンググループにおけるCO2排出量の考え方（第１２回）
 第12回排出係数検討会において、小売電気事業者が発電BGから調達した電気に係るCO2排
出係数は、発電量調整供給契約単位の平均係数を使用することとされた。

 また、当該調達先との間で契約上特定の発電所から電気を調達することとしている場合には、当
該調達先の排出係数を使用してCO2排出量を算定することとされた。（その際にはBGの排出係
数も調整を行う）。

出所：平成28年6月第12回排出係数検討会より抜粋
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間接オークションの導入に伴う係数の考え方について（第14、15回）
 平成30年１０月の間接オークション導入後、エリアを跨ぐ取引においては、JEPXを介して送電・受
電を行うため、当該取引の対象となる電気が実際に連系線を利用して送電・受電されているかどう
かの確認が困難であることから、原則JEPX係数を使用することとなった。

 ただし、送電側と受電側が電源を特定した契約に基づいた取引を行っており、両者がJEPXにおい
て、通常の取引とは別のユーザーIDを取得し、当該契約に係る取引に相当する送電量・受電量
が確認されれば、送電元の排出係数を利用可能とされた。

出所：平成30年3月第15回排出係数検討会より抜粋
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（参考）排出係数検討会のこれまでの検討事項について
議題 議題

第１回
（H19年1月）

・温対法に基づく事業者別排出係数の算出方法
・初期値の設定
・昼夜係数

第9回
（H26年2月）

・Jクレジット制度の取扱いについて
・事業者別の実排出係数及び調整後排出係数の公表時期
等について
・次回以降の改正について
・その他

第２回
（H19年3月）

・係数の算出根拠の確認について
・パブリックコメントの結果について

第10回
（H27年2月）

・現行の係数算出方法における課題と対応について
・料金メニューに応じたCO2排出係数の検討について
・その他

第３回
（H21年2月）

・京都メカニズムクレジットの電気事業者別排出係数への反映に
ついて
・季節別平均排出係数について
・その他

第11回
（H27年3月）

・料金メニューに応じたCO2排出係数の検討について
・その他

第4回
（H21年3月）

・調整後排出係数の算出について
・季時別平均排出係数について
・その他

第12回
（H28年6月）

・現行の係数算出方法における課題と対応について
・実排出係数の算出におけるFIT電気の扱いについて
・その他

第5回
（H22年11月）

・国内認証排出削減量の事業者別排出係数への反映について
・その他

第13回
（H28年11月）

・卸電力取引所へのFIT電気販売に係る係数算出方法につ
いて
・その他

第6回
（H23年1月）

・国内認証排出削減量の排出係数への反映について
・余剰買取制度に係る排出係数の取扱いについて

第14回
（H29年2月）

・現行の係数算出方法における課題と対応（案）
・その他

第7回
（H24年2月）

・太陽光余剰買取制度に伴うCO2排出係数の調整方法につい
て
・その他

第15回
（H30年3月）

・非化石価値取引市場創設に伴うCO2排出係数の整理に
ついて
・電気事業者の排出係数の告示について
・間接オークションとCO2排出係数の整理について
・その他

第8回
（H25年2月）

・再生可能エネルギーの固定価格買取制度の導入に伴うCO2
排出係数の調整方法について
・グリーンエネルギーCO2削減相当量認証制度における認証状
況について
・その他


